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17．自己資本の充実の状況 
 

●自己資本の構成に関する事項 

（単位：千円、％） 
 28年度 29年度 

項      目  

経過措置

による不

算入額 

 経過措置

による不

算入額

コア資本に係る基礎項目    （１） 

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本の額 8,497,059   8,638,684  

 

うち、出資金及び資本準備金の額 1,471,245  1,529,475  

うち、再評価積立金の額         －            －  

うち、利益剰余金の額   7,057,997  7,143,655  
うち、外部流出予定額 （▲）      28,973     29,631  
うち、上記以外に該当するものの額     ▲3,210      ▲4,815  

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額     106,385   100,337  

 
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額     106,385   100,337  

うち、適格引当金コア資本算入額         －            －  

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額         －            －  

 
うち、回転出資金の額         －            －  

うち、上記以外に該当するものの額         －            －  

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の

額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 
        －            －  

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当する

額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 
        －            －  

コア資本にかかる基礎項目の額           （イ）   8,603,444    8,739,021  
コア資本に係る調整項目    （２） 
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の

額の合計額 
      6,448    4,299 4,548 1,137

 

うち、のれんに係るものの額          －        －           －       －

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の

額 
 6,448    4,299 4,548 1,137

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額          －        －           －       －
適格引当金不足額          －        －           －       －
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額          －        －           －       －
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額          －        －           －       －
前払年金費用の額          －        －           －       －
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額          －        －           －       －
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額          －        －           －       －
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額          －        －           －       －
特定項目に係る十パーセント基準超過額          －        －           －       －

 

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するも

のの額          －        －           －       －

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連す

るものの額 
         －        －           －       －

 
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの

額 
         －        －           －       －

特定項目に係る十五パーセント基準超過額          －        －           －       －

 

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するも

のの額 
         －        －           －       －

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連す

るものの額 
         －        －           －       －
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 28年度 29年度 

項      目  

経過措置

による不

算入額 

 経過措置

による不

算入額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの

額 
         －       －           －       －

コア資本に係る調整項目の額            （ロ） 6,448 － 4,548 －

自己資本 

自己資本の額（（イ）―（ロ））          （ハ） 8,596,996  8,734,473

リスク・アセット等       （３） 

信用リスク・アセットの額の合計額 62,004,901  66,874,093  

 

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 ▲7,307,376  ▲7,160,247  

 

 

うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライ

ツに係るものを除く） 
       4,299  1,137  

うち、繰延税金資産          －            －  

 うち、前払年金費用          －            －  

 うち、他の金融機関等向けエクスポージャー  ▲7,307,376  ▲7,160,247  

 うち、土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額に係るものの額           －            －  

 うち、上記以外に該当するものの額           －  －  

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 6,226,348  6,180,603

信用リスク・アセット調整額          －  －

オペレーショナル・リスク相当額調整額 －  －

リスク・アセット等の額の合計額          （ニ） 68,231,249  73,054,696

自己資本比率 

自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 12.59%  11.95%

（注１）「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成 27 年金融庁・農水省告示第７号）に基づき算

出しています。  
（注２）当組合は、信用リスク・アセット額の算出にあたっては標準的手法、適格金融資産担保の適用については信用リス

ク削減手法の簡便手法を、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては基礎的手法を採用しています。 
（注３）当組合が有するすべての自己資本とリスクを対比して、自己資本比率を計算しています。 
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●自己資本の充実度に関する事項 

 

（１）信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳 

  （単位：千円） 

 28年度 29年度 

信用リスク・アセット 

エクスポージ

ャーの期末残

高 

リスク・ア

セット額

a 

所要自己資

本額 

b＝a×4％

エクスポージャ

ーの期末残高 

リスク・ア

セット額 

a 

所要自己資

本額 

b＝a×4％

  

我が国の中央政府及び中央銀行向け       8,219,657              －               －       5,921,416              －               －

我が国の地方公共団体向け        7,547,353              －               －        6,868,139              －               －

地方公共団体金融機構向け          500,581 40,057           1,602          300,034 30,003           1,200

我が国の政府関係機関向け        1,103,743         60,175 2,407         903,181         40,115 1,604

地方三公社向け          400,475         40,010 1,600          400,487         40,011 1,600

金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 121,854,687 24,370,937 974,837 130,113,525 26,022,705   1,040,908

法人等向け 4,086,937 2,712,503 108,500 6,111,008 4,200,451 168,018

中小企業等向け及び個人向け 1,147,992 598.,286 23,931 1,167,116 633,449 25,337

抵当権付住宅ローン 11,387,483 3,947,178 157,887 10,917,308 3,789,392 151,575

不動産取得等事業向け 201,931 200,739 8 ,029 215,970 214,164 8,566

三月以上延滞等 188,094 105,581 4,223 149,891 98,132 3,925

信用保証協会等保証付 6,775,422 661,773 26,470 6,542,809 634,385 25,375

共済約款貸付 102,282             －               －     82,814             －               －
出資等 874,194 874,194 34,967    1,154,577 1,154,577 46,183
他の金融機関等の対象資本調達手段 10,083,040 25,207,600 1,008,304 10,785,573 26,963,934 1,078,557
特定項目のうち調整項目に算入されないも

の 
417,268 1,043,171 41,726 384,058 960,146 38,405

複数の資産を裏付とする資産（所謂ファン

ド）のうち、個々 の資産の把握が困難な資産 
3,431,093 2,798,179 111,927 3,938,851 2,800,013 112,000

証券化       －             －               －       －             －               －
経過措置によりリスク・アセットの額に算

入,不算入となるもの 
              － ▲7,307,376     ▲292,295               － ▲7,160,247 ▲286,409

上記以外 7,623,795     6,646,217       265,848 7,407,549 6,446,169 257,846

 標準的手法を適用するエクスポージャー別計 185,946,034 61,999,232 2,479,969 193,364,314 66,867,405 2,674,696

 ＣＶＡリスク相当額÷８％ － 5,429 217 － 5,507 220

 中央清算機関関連エクスポージャー 11,985 239 9 50,002      1,180 47

 信用リスク・アセットの額の合計額 185,958,020 62,004,901 2,480,196 193,423,317 66,874,093 2,674,963

オペレーショナル・リスクに対する所要自己資

本の額 

＜基礎的手法＞ 

オペレーショナル・リスク相

当額を 8％で除して得た額 
所要自己資

本額 
オペレーショナル・リスク相

当額を 8％で除して得た額 
所要自己資

本額 

a ｂ＝a×4％ A ｂ＝a×4％

6,226,348 249,053 6,180,603 247,224

所要自己資本額計 

リスク･アセット等(分母)計
所要自己資

本額 
リスク･アセット等(分母)計 

所要自己資

本額 

a ｂ＝a×4％ A ｂ＝a×4％

68,231,249 2,729,249 73,054,696 2,922,187
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（注 1）「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクス

ポージャーの種類ごとに記載しています。 
（注 2）「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをい

い、具体的には貸出金や有価証券等が該当します。 
（注 3）「３月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から 3 カ月以上延滞している

債務者に係るエクスポージャー及び「金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等

向け」等においてリスク・ウエイトが 150％になったエクスポージャーのことです。 
（注 4）「出資等」とは、出資等エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当します。 
（注 5）「証券化（証券化エクスポージャー）」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二

以上のエクスポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引

にかかるエクスポージャーのことです。 
（注 6）「経過措置によりリスク・アセットの額に算入・不算入となるもの」とは、他の金融機関等の対

象資本調達手段、コア資本に係る調整項目（無形固定資産、前払年金費用、繰延税金資産等）お

よび土地再評価差額金に係る経過措置により、リスク・アセットに算入したもの、不算入とした

ものが該当します。 
（注 7）「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央

政府等以外の公共部門向け・国際開発銀行向け・取立未済手形・未決済取引・その他の資産（固

定資産等）・間接清算参加者向け・信用リスク削減手法として用いる保証またはクレジットデリ

バティブの免責額が含まれます。 
（注 8）当組合では、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、基礎的手法を採用しています。 
 

＜オペレーショナル・リスク相当額を 8％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）＞ 

（粗利益（正の値の場合に限る）×15％）の直近 3 年間の合計額 
÷ 8％ 

直近 3 年間のうち粗利益が正の値であった年数 
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●信用リスクに関する事項 

 

（１）標準的手法に関する事項 
当組合では自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法により算出しています。

また、信用リスク・アセットの算出にあたって、リスク・ウエイトの判定に当たり使用する格付等の次のとおりです。 
 
（ア）リスク・ウエイトの判定に当たり使用する格付けは，以下の適格格付機関による依頼格付けのみ使用し、非依

頼格付は使用しないこととしています。 
適格格付機関 

株式会社格付投資情報センター（R&I） 
株式会社日本格付研究所（JCR) 
ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody’s） 
Ｓ＆Ｐグローバル・レーティング（S&P） 

フィッチレーティングスリミテッド（Fitch） 
（注）「リスク・ウエイト」とは、当該資産を保有するために必要な自己資本額を算出するための掛目のこと

です。 
 
（イ）リスク・ウエイトの判定に当たり使用する適格格付機関の格付またはカントリー・リスク・スコアは、以下の

とおりです。 

エクスポージャー 適 格 格 付 機 関 
カントリー・リスク 

・スコア 
金融機関向けエクスポージャー  日本貿易保険 
法人等向けエクスポージャー 
(長期) 

R＆I，Moody's，JCR，S&P，
Fitch 

 

法人等向けエクスポージャー 
(短期) 

R＆I，Moody's，JCR，S&P，
Fitch 
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（２）信用リスクに関するエクスポージャー（地域別、業種別、残存期間別）及び 3 月以上延滞エクス 
ポージャーの期末残高 
 

（単位：千円） 

（注１） 信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、証券化エクスポージャーに該

当するものを除く）並びにオフバランス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。 
（注２） 「貸出金等」とは、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランスシート・エク

スポージャーを含んでいます。「コミットメント」とは、契約した期間・融資枠の範囲内で、利用者の請求に基づき、

金融機関が融資を実行する契約のことをいいます。「貸出金等」にはコミットメントの融資可能残額も含めています。 

（注３） 「店頭デリバティブ」とは、スワップ等の金融派生商品のうち相対で行われる取引のものをいいます。 

（注４） 「3 月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から 3 カ月以上延滞しているエ

クスポージャーをいいます。 

（注５） 「その他」には、ファンドのうち個々の資産の把握が困難な資産や固定資産等が該当します。 

 

 

 

 

 

 

 

28 年度 29 年度 
 ３月以

上延滞

エクス

ポージ

ャー 

 ３月以

上延滞

エクス

ポージ

ャー 

信用リスク

に関するエ

クスポージ

ャーの残高 

うち  

貸出金等 
うち債券

うち 

店頭デ

リバテ

ィブ 

信用リスク

に関するエ

クスポージ

ャーの残高

うち  

貸出金等 
うち債券 

うち 

店頭デ

リバテ

ィブ 

 国内 185,958,020 31,353,045 22,627,112      － 188,094 193,423,317 30,705,593 20,721,748      － 149,891

 国外          －         －         －      －        －          －         －         －      －       －

地域別残高計 185,958,020 31,353,045 22,627,112      － 188,094 193,423,317 30,705,593 20,721,748      － 149,891

 

法
人 

農業 329,560 305,307         －     － 38,392 332,402 316,013         －     － 28,976

 林業 5,094 5,094         －    －     4,022 5,139 5,139         －    － 3,912

 水産業          －         －         －    －       －          －         －         －    －       －

 製造業 342,073 533   100,140      －      723 637,335 199 200,219      － 654

 鉱業          －         －         －      －       －          －         －         －      －       －

 建設・不動産業 922,964 61,509 601,118      －    985 1,201,093 56,091 801,522      －      865

 電気・ガス・熱

供給・水道業     200,682         －   200,682      －       － 1,202,997         － 1,202,997      －       －

 運輸・通信業   1,489,808         － 1,406,628      －        0 2,010,688         － 1,906,796      －        0

 金融・保険業 135,880,436 9,271,218  5,821,740      －      － 140,035,132 7,800,359 6,021,044      －     － 

 卸売・小売・飲

食・サービス業 569,867 782 500,903      －        0 608,561 － 500,903      －        0

 日本国政府・地

方公共団体 15,767,010 1,771,113 13,995,896      －        － 12,789,555 2,701,291 10,088,263      －       －

 上記以外 492,307 87,115         －      －        － 4,526,016 176,020         －      －       －

 個人 19,771,291 19,646,155         －      －   143,968 18,852,793 18,751,861         －      － 115,481

 その他  10,186,922    204,214         －      －       － 11,221,600 898,616         －      －       －

業種別残高計 185,958,020 31,353,045 22,627,112      －  188,094 193,423,317 30,705,593 20,721,748      － 149,891

 1 年以下 116,072,848 1,621,425 1,105,053     －  124,363,091 1,153,732 505,872      －  

 1 年超 3 年以下 8,001,486 2,788,541  2,712,944     －  7,004,465 2,796,745 2,707,718      －  

 3 年超 5 年以下 5,222,924 2,915,233  2,307,691     －  3,020,926 1,817,143 1,203,782      －  

 5 年超 7 年以下   1,439,618   837,421   602,196     －  1,753,871 1,352,607 401,263      －  

 7 年超 10 年以下   3,304,228  1,597,601   1,706,626     －  6,643,344 1,288,619 5,354,725      －  

 10 年超  34,718,885 20,629,519 13,087,694     －  31,705,703 20,860,247 8,841,089      －  

 
期限の定めのな

いもの 
 17,198,028   963,302  1,104,904     －  18,931,915 1,436,498 1,707,295      －  

残存期間別残高計 185,958,020 31,353,045 22,627,112   －  193,423,317 30,705,593 20,721,748      －  
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（３）業種別の個別貸倒引当金の期末残高・期中の増減額及び貸出金償却の額 

           （単位：千円） 

区 分 

28年度 29年度 

個別貸倒引当金  個別貸倒引当金  

期首 
残高 

期中増

加額 

期中減少額 

期末

残高

貸出

金償

却 

期首 
残高 

期中増

加額

期中減少額 

期末

残高

貸出金

償却 
目的使

用 
その他

目的 
使用 

その他 

 
国 内 101,689 95,232 16,168 85,520 95,232 95,232 61,478 22,975 72,257 61,478

国 外 －  － － － － －  － － － －

 地域別計 101,689 95,232 16,168 85,520 95,232 95,232 61,478 22,975 72,257 61,478

 

法 
 
 
 
 

人 

農業 5,741 10,767 － 5,741 10,767 － 10,767 7,730 － 10,767 7,730 －

林業 4,142 4,022 － 4,142 4,022 － 4,022 3,297 － 4,022 3,297 －

水産業 － － － － － － － － － － － －

製造業 774 723 － 774 723 － 723 654 － 723 654 －

鉱業 － － － － － － － － － － － －

建設・不動産業 1,105 985 － 1,105 985 － 985 865 － 985 865 －

電気・ガス・熱

供給・水道業 
－ － － － － － － － － － － －

運輸・通信業 0 0  － 0 0 － 0 0  － 0 0 －

金融・保険業 － － － － － － － － － － － －

卸売・小売・飲

食・サービス業 
0 0 － 0 0 － 0 0 － 0 0 －

上記以外 － － － － － － － － － － － －

個 人 89,924 78,733 16,168 73,755 78,733 1,295 78,733 48,930 22,975 55,757 48,930 22,975

 業種別計 101,689 95,232 16,168 85,520 95,232 1,295 95,232 61,478 22,975 72,257 61,478 22,975
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（４）信用リスク削減効果勘案後の残高及びリスク・ウエイト 1250％を適用する残高 
 （単位：千円） 

 
28 年度 29 年度 

格付 
あり 

格付 
なし 

計 
格付 
あり 

格付 
なし 

計 

信用リス

ク削減効

果勘案後

残高 

リスク・ウエイト 0％ － 19,048,163 19,048,163 － 15,860,550 15,860,550

リスク・ウエイト 2％ － 11,985 11,985 － 59,002 59,002

リスク・ウエイト 4％ － － － － － －

リスク・ウエイト 10％ － 7,631,357 7,631,357 － 7,055,544 7,055,544

リスク・ウエイト 20％ － 122,496,038 122,496,038 100,011 131,074,199 131,174,211

リスク・ウエイト 35％ － 11,274,425 11,274,425 － 10,823,834 10,823,834

リスク・ウエイト 50％ 2,705,304 147,890 2,853,194 3,623,862 126,397 3,750,260

リスク・ウエイト 75％ － 799,310 799,310 － 845,959 845,959

リスク・ウエイト 100％ 1,300,346 12,743,875 14,044,222 2,313,906 13,658,157 15,972,063

リスク・ウエイト 150％ － 769,890 769,890 － 59,241 59,241

リスク・ウエイト 200％ － 3,898,885 3,898,885 － 3,898,885 3,898,885

リスク・ウエイト 250％ － 3,133,347 3,133,347 － 3,924,899 3,924,899

その他 － 1,497 1,497 － － －

リスク・ウエイト 1250％ － － － － － －

計 4,005,651 181,956,668 185,962,319 6,037,780 187,386,673 193,424,454

（注１） 信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、証券化エク

スポージャーに該当するものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額

を含みます。 
（注２） ｢格付あり｣にはエクスポージャーのリスク・ウエイト判定において格付を使用しているもの、｢格

付なし｣にはエクスポージャーのリスク・ウエイト判定において格付を使用していないものを記載

しています。なお、格付は適格格付機関による依頼格付のみ使用しています。 
（注３） 経過措置によってリスク・ウエイトを変更したエクスポージャーについては、経過措置適用後の

リスク・ウエイトによって集計しています。また、経過措置によってリスク・アセットを算入し

たものについても集計の対象としています。 
（注４） 1250％には、非同時決済取引に係るもの、信用リスク削減手法として用いる保証又はクレジット

デリバティブの免責額に係るもの、重要な出資に係るエクスポージャーなどリスク・ウエイト

1250％を適用したエクスポージャーがあります。 
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●信用リスク削減手法に関する事項 

 

（１） 信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要 
 

「信用リスク削減手法」とは、自己資本比率算出における信用リスク・アセット額の算出において、

エクスポージャーに対して一定の要件を満たす担保や保証等が設定されている場合に、エクスポージャ

ーのリスク・ウエイトに代えて、担保や保証人に対するリスク・ウエイトを適用するなど信用リスク・

アセット額を軽減する方法です。 
当組合では、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」にて定めています。 
信用リスク削減手法として、「適格金融資産担保」、「保証」、「貸出金と自組合貯金の相殺」を適用し

ています。 
適格金融資産担保付取引とは、エクスポージャーの信用リスクの全部または一部が、取引相手または

取引相手のために第三者が提供する適格金融資産担保によって削減されている取引をいいます。当組合

では、適格金融資産担保取引について信用リスク削減手法の簡便手法を用いています。 
保証については、被保証債権の債務者よりも低いリスク・ウエイトが適用される中央政府等、本邦地

方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、外国の中央政府以外の公共部門、国際開

発銀行、及び金融機関または第一種金融商品取引業者、これら以外の主体で長期格付が A-または A3 以

上の格付を付与しているものを適格保証人とし、エクスポージャーのうち適格保証人に保証された被保

証部分について、被保証債権のリスク・ウエイトに代えて、保証人のリスク・ウエイトを適用していま

す。 
ただし、証券化エクスポージャーについては、これら以外の主体で保証提供時に長期格付が A-また

は A3 以上で、算定基準日に長期格付が BBB-または Baa3 以上の格付を付与しているものを適格保証

人とし、エクスポージャーのうち適格保証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリスク・

ウエイトに代えて、保証人のリスク・ウエイトを適用しています。 
貸出金と自組合貯金の相殺については，①取引相手の債務超過、破産手続開始の決定その他これらに

類する事由にかかわらず、貸出金と自組合貯金の相殺が法的に有効であることを示す十分な根拠を有し

ていること、②同一の取引相手との間で相殺契約下にある貸出金と自組合貯金をいずれの時点において

も特定することができること、③自組合貯金が継続されないリスクが監視及び管理されていること、④

貸出金と自組合貯金の相殺後の額が、監視および管理されていること、の条件をすべて満たす場合に、

相殺契約下にある貸出金と自組合貯金の相殺後の額を信用リスク削減手法適用後のエクスポージャー

額としています。 
担保に関する評価及び管理方針は、一定のルールのもと定期的に担保確認及び評価の見直し行ってい

ます。なお、主要な担保の種類は自組合貯金です。 
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（２）信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額 

（単位：千円） 

区 分 

28 年度 29 年度 

適格金融

資産担保
保証 

クレジッ

トデリバ

ティブ 

適格金融

資産担保
保証 

クレジッ

トデリバ

ティブ 

地方公共団体金融機構向け － 100,005 － － － －

我が国の政府関係機関向け － 501,986 － － 502,027 －

地方三公社向け － 200,422 － － 200,430 －

金融機関向け及び第一種金融

商品取引業者向け 
－ － － － － －

法人等向け 8,692 － － 3,901 － －

中小企業等向け及び個人向け 95,594 － － 77,882 － －

抵当権付住宅ローン － 33,626 － － 32,083 －

不動産取得等事業向け － － － － － －

３月以上延滞等 5,000 － － 5,000 － －

証券化 － － － － － －

中央清算機関関連 － － － － － －

上記以外 150,290 － － 126,112 － －

合 計 259,577 836,040 － 212,897 734,540 －

（注 1）「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをい

い、主なものとしては貸出金や有価証券等が該当します。 
（注 2）「3 月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から 3 カ月以上延滞している

債務者に係るエクスポージャー及び「金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等

向け」等においてリスク・ウエイトが 150％になったエクスポージャーのことです。 
（注 3）「証券化（証券化エクスポージャー）」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二

以上のエクスポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引

にかかるエクスポージャーのことです。 
（注 4）「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央

政府等以外の公共部門向け・国際開発銀行向け・取立未済手形・未決済取引・その他の資産（固

定資産等）が含まれます。 
（注 5）「クレジットデリバティブ」とは、第三者（参照組織）の信用リスクを対象に、信用リスクを回

避したい者（プロテクションの買い手）と信用リスクを取得したい者（プロテクションの売り手）

との間で契約を結び、参照組織に信用事由（延滞・破産など）が発生した場合にプロテクション

の買い手が売り手から契約に基づく一定金額を受領する取引をいいます。 
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●派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項 

 

（１）派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概

要 
 

「派生商品取引」とは、その価格(現在価値)が他の証券・商品(原資産)の価格に依存して決定される

金融商品(先物、オプション、スワップ等)にかかる取引です。 
当組合では、債権を中心とした有価証券運用のリスク分散のため、余裕金運用規程に定める証券投

資信託への運用（受益証券の取得）を実施しています。当該商品の運用対象として「派生商品取引」

が内包されていますが、その運用状況について余裕金運用規程に基づき定期的に内容を検証し、ALM
委員会等に報告を行っています。 
「長期決済期間取引」とは、有価証券等の受渡し又は決済を行う取引であって、約定日から受渡日(決

済日)までの期間が 5 営業日又は市場慣行による期間を超えることが約定され、反対取引に先立って取

引相手に対して有価証券等の引渡し又は資金の支払いを行う取引です。 
当組合では、長期決済期間取引に該当する取引はありません。 

 
（２）派生商品取引及び長期決済期間取引の内訳 
 28 年度 29 年度 

与信相当額の算出に用いる

方式 
カレント・エクスポージャー方式 カレント・エクスポージャー方式

（注）「カレント・エクスポージャー方式」とは、派生商品取引及び長期決済期間取引の与信相当額を

算出する方法の１つです。再構築コストと想定元本に一定の掛目を乗じて得た額の合計で与信相当

額を算出します。なお「再構築コスト」とは、同一の取引を市場で再度構築するのに必要となるコ

スト（ただし 0 を下回らない）をいい、「想定元本」とは、デリバティブ取引において価格決定の

ために利用される名目上の元本のことをいいます。 
 
28 年度                                  （単位：千円） 

 

グロス

再構築

コスト

の額 

信用リス

ク削減効

果勘案前

の与信相

当額 

担 保 信用リス

ク削減効

果勘案後

の与信相

当額 

現金・

自組合

貯金 
債券 その他 

 (1)外国為替関連取引 4,006 10,662 － － － 10,662
 (2)金利関連取引 － － － － － －

 (3)金関連取引 － － － － － －

 (4)株式関連取引 － 6,136 － － － 6,136
 (5)貴金属（金を除く）関連取引 － － － － － －

 (6)その他コモディティ関連取引 408 8,783 － － － 8,783
 (7)クレジット・デリバティブ － － － － － －

派生商品合計 4,415 25,582 － － － 25,582
長期決済期間取引 － － － － － －

一括清算ネッティング契約による

与信相当額削減効果（▲） 
－  －

合 計 4,415 25,582 － － － 25,582
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29 年度                                  （単位：千円） 

 

グロス

再構築

コスト

の額 

信用リス

ク削減効

果勘案前

の与信相

当額 

担 保 信用リス

ク削減効

果勘案後

の与信相

当額 

現金・

自組合

貯金 
債券 その他 

 (1)外国為替関連取引 7,988 18,359 － － － 18,359
 (2)金利関連取引 － － － － － －

 (3)金関連取引 － － － － － －

 (4)株式関連取引 9,073 58,063 － － － 58,063
 (5)貴金属（金を除く）関連取引 － － － － － －

 (6)その他コモディティ関連取引 － － － － － －

 (7)クレジット・デリバティブ － － － － － －

派生商品合計 17,062 76,423 － － － 76,423
長期決済期間取引 － － － － － －

一括清算ネッティング契約による

与信相当額削減効果（▲） 
－  －

合 計 17,062 76,423 － － － 76,423
 

（３）与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブ 

該当する取引はありません。 

 
（４）信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジット・デリバティブ 

  該当する取引はありません。 
 

●証券化エクスポージャーに関する事項 

 

該当する取引はありません。 
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●出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項 

 

（１）出資その他これに類するエクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要 

 

「出資その他これに類するエクスポージャー」とは、主に貸借対照表上の有価証券勘定及び外部出資

勘定の株式又は出資として計上されているものであり、当組合においては、これらを①その他有価証券、

②系統および系統外出資に区分して管理しています。 

① その他の有価証券については中長期的な運用目的で保有するものであり、適切な市場リスクの把

握及びコントロールに努めています。具体的には、市場動向や経済見通し等の投資環境分析及び

ポートフォリオの状況や ALM 等を考慮し、理事会で運用方針を定めるとともに経営層で構成す

る ALM 委員会を定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門

は理事会で決定した運用方針及び ALM 委員会で決定された取引方針等に基づき、有価証券の売

買やリスクヘッジを行っています。運用部門が行った取引については企画管理部門が適切な執行

を行っているかどうかチェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。 

②系統出資については、会員としての総会等への参画を通じた経営概況の監督に加え、日常的な協議

を通じた連合会等の財務健全化を求めており、系統外出資についても同様の対応を行っています。 

なお、これらの出資その他これに類するエクスポージャーの評価等については、①その他有価証券に

ついては時価評価を行った上で、取得原価との評価差額については、「その他有価証券評価差額金」と

して純資産の部に計上しています。②系統および系統外出資については、取得原価を記載し、毀損の状

況に応じて外部出資等損失引当金を設定しています。また、評価等重要な会計方針の変更等があれば、

注記表にその旨記載することとしています。 

 

（２）出資その他これに類するエクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価 

                                （単位：千円） 

 
28 年度 29 年度 

貸借対照表計上額 時価評価額 貸借対照表計上額 時価評価額 

上 場 590,538 590,538 878,604 878,604 
非上場 4,272,244 4,272,244 4,272,244 4,272,244 
合 計 4,862,782 4,862,782 5,150,848 5,150,848 

（注）「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表額の合計額です。 
 

 

（３）出資その他これに類するエクスポージャーの売却及び償却に伴う損益 

（単位：千円） 

28 年度 29 年度 

売却益 売却損 償却額 売却益 売却損 償却額 

44,546 29,564 － 79,172 18,506 －

 

 

（４）貸借対照表で認識され、損益計算書で認識されない評価損益の額（保有目的区分をその他有価証

券としている株式・出資の評価損益等） 

（単位：千円） 

28 年度 29 年度 

評価益 評価損 評価益 評価損 

121,587 11,450 153,816 36,153
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●金利リスクに関する事項 

 

（１）金利リスクの算定方法の概要 

 

金利リスクとは、金利変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利又は期間のミスマッチが存

在する中で金利が変動することにより、利益が減少ないし損失を被るリスクをいいます。 

当組合では、金利リスク量を計算する際の基本的な事項を「金利リスク量計算要領」に、またリスク

情報の管理・報告にかかる事項を「余裕金運用等にかかるリスク管理手続」に定め、適切なリスクコン

トロールに努めています。具体的な金利リスクの算定方法、管理方法は以下のとおりです。 

・ 保有期間 1 年、最低 5 年の観測期間で計測される金利変動の 1 パーセンタイル値と 99 パーセンタ

イル値により金利リスク量として定期的に算出しています。 
・要求払貯金の金利リスク量は、明確な金利改定間隔がなく、貯金者の要求によって随時払い出され

る要求払貯金のうち、引き出されることなく長期間金融機関に滞留する貯金をコア貯金と定義し、

①過去 5 年の最低残高、②過去 5 年の最大年間流出量を現残高から差し引いた残高、③現残高の

50％相当額のうち、最小の額を上限とし、0～5 年の期間に均等に振り分けて（平均残存 2.5 年）リ

スク量を算定しています。 
・金利リスクは、運用勘定の金利リスク量と調達勘定の金利リスク量を相殺して算定します。 

金利リスク＝運用勘定の金利リスク量＋調達勘定の金利リスク量（▲） 

算出した金利リスク量は定期的に経営層に報告するとともに、四半期ごとに ALM 委員会および理事

会に報告して承認を得ています。また、これらの情報を踏まえ、四半期ごとに運用方針を策定していま

す。 

 

（２）金利ショックに対する損益・経済価値の増減額 

                                 （単位：百万円） 

 28 年度 29 年度 

金利ショックに対する損益・経済価値の増

減額 
▲1,326 ▲1,906
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